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１．はじめに 
 
 社会資本整備計画を策定する前段において一般に
予測の作業が必要になる．例えば，道路を新規建設
する場合，需要予測（やそれに基づいて実施される
費用対効果分析）の分析結果に基づいて設計仕様の
妥当性の検討や事業代替案の選択が行われる．ＰＦ
Ｉ事業では，将来の不確実な事象に関する予測結果
をもとに各種主体が負担する費用やリスクの配分が
行われる．予測は合理的な政策策定のために不可欠
な作業である．しかし，最近では，マスコミ等によ
って多くの社会基盤施設整備事業において事前の予
測値が事後の実績値を大きく上回っている事実が明
らかにされ，事業正当化のための過大推計が行われ
ていたのではないかとの厳しい批判が投げかけられ
ている．需要予測に対する社会的信頼は著しく低下
しており，需要予測や政策評価に本来期待されてい
る役割も果たされなくなる危険性がある．需要予測
におけるマニピュレーション抑止制度を設計するこ
との社会的意義は非常に大きい． 
 筆者は，これまでマニピュレーション抑止制度の
設計に関する研究に取り組んできた．既に，需要予
測の分析者への報酬が事前の予測結果と事後の実現
状態の比較結果に連動する制度（以下，リスク負担
制度と呼ぶ）を採用することでマニピュレーション
の抑止が可能になることを明らかにしている．ただ
し，そこでの分析結果はリスク負担制度以外のマニ
ピュレーション抑止制度が存在することを否定する
ものではない．本研究では，需要予測におけるマニ
ピュレーション抑止制度の代替案を複数提示したう
えで各制度の性質を比較検討することを目的とする． 
 
２．モデルの設定 
 
（１）道路投資問題 
 複数のマニピュレーション抑止制度を比較検討す
るに当たり，本研究では以下の道路投資問題を取り
上げて分析する． 
 分析対象となるのは一本の道路である．道路利用
者の需要関数を 
 ( )q a p p= −  (1) 

で表す．ただし，qは需要量，  ( )p p≤ は一般化費用，
p と aはパラメータである．パラメータ aは確率変 

数であり，a a= もしくは a a= のいずれかの値をと
ると仮定する（ただし，0 a a< < ）．一般化費用が p

で与えられる場合，道路利用者の消費者余剰は 

 2( , ) ( /2)( )B p a a p p≡ −  (2) 

で表される． 
 社会的意思決定に関わる問題としては，道路の一

般化費用を p から pへ変更する道路投資問題を考
える．投資費用を 

 3( ) ( /3)( )IC p b p p≡ −  (3) 

で表す．ただし， bはパラメータである． 
 
（２）モデルの登場人物 
 道路投資問題に関わる主体として国民と分析者の
二人を考える．国民は，消費者余剰から投資費用を
引いた社会的純便益を最大化する投資水準（一般化
費用の水準）の選択を望んでいる．パラメータ aに
ついての初期信念（主観的確率）を ( )P a および ( )P a
で表すと，国民が解くべき最適道路投資問題は 

 max[ ( ) ( , ) ( ) ( , ) ( )]I
p

P a B p a P a B p a C p+ −  (4) 

と定義できる．これを解くことで求められる最適投

資水準および期待社会的純便益を *( )p φ および
*( )ESNB φ と表す．なお，φ は以下で説明する需要予

測が一切行われていないことを意味する記号である． 
 最適投資水準 *( )p φ は，国民がパラメータ a につ

いて有する初期信念から導出されるものである．よ
り精度の高い予測が可能であるならば適切な投資水
準の選択を通じて期待社会的純便益が増加する．そ
こで，１）国民には需要予測を行うことができない
が，２）分析者が需要予測を行うことができるため，
３）国民が分析者に対して需要予測を委託する状況
を考えてみる． 
 分析者は調査を実施して，調査の結果として観察
されたデータに基づいて需要予測を行う．調査で観

測されるデータはd もしくは d の２種類のいずれ
かであり，パラメータ aと調査で観測されるデータ
d の同時生起確率が表 -1 で表される．ただし，

[0,1]θ ∈ は調査の水準（質）を表す変数である．分
析者が実施した調査の水準と調査で観測したデータ
を国民が確認することができないとの意味で，国民
と分析者の間には情報の非対称性が存在する． 
 分析者にとって水準θ の調査費用は 

 2( )SC cθ θ≡  (5) 
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表-1 同時生起確率 
 d  d  

a  (1 ) / 4θ+  (1 ) / 4θ−  

a  (1 ) / 4θ−  (1 ) / 4θ+  
 
と表される（ただし， 0c > はパラメータ）．分析者
が調査を実施して需要予測を行う代価として国民か
ら支払われる報酬が確率変数ω で表され，分析者の
期待効用が 

 [ ( )] ( )SE u Cω ω θ−  (6) 

と表される（ [ ]XE i は確率変数 Xに関する期待値オ
ペレータ）．ただし， ( )u ω は危険回避的な効用関数
であり，その逆関数は ( )uϕ で表されるものとする．
分析者は次の参加制約条件 

 [ ( )] ( ) 0SE u Cω ω θ− ≥  (7) 

が満たされる場合にのみ調査を引受ける． 
 
（３）ファーストベスト解 
 以上の問題設定のもとでは，分析者が実施する調
査に関して情報の非対称性が存在しないならば，国
民は分析者に需要予測を委託することで期待社会的
厚生（定義は後述）を増加させることができる．以
下，この点を確認しておく． 
 分析者が水準 θ の調査を実施した結果として，デ
ータ d が観測されたとする．この場合，最適道路投
資問題は， 

 max[ ( | , ) ( , ) ( | , ) ( , ) ( )]I
p

p a d B p a p a d B p a C pθ θ+ −  (8) 

と定義される．これを解くことで求められる最適投

資水準および期待社会的純便益を *( , )p dθ および
*( , )ESNB dθ で表す．一方，調査実施前の段階では，

いずれのデータが観測されるか知りえない．表 -1か
ら，いずれのデータが観測される確率も 0.5 で与え
られることが確認できる．したがって，水準 θ の調
査実施前段階での期待社会的純便益は 

 * * *( ) { ( , ) ( , )} /2ESNB ESNB d ESNB dθ θ θ≡ +  (9) 

と定義される．国民は，道路整備から享受する期待
社会的純便益から分析者への期待報酬支払いを差し
引いたものとして定義される期待社会的厚生の最大
化する水準の調査の実施を分析者に要求するものと
する．この時，対称情報下における最適調査問題を 

 
*

[0,1],
max  ( ) [ ]ESNB Eω

θ ω
θ ω

∈
−  (10) 

 . .s t   [ ( )] ( ) 0SE u Cω ω θ− ≥  (11) 

と定義できる．式(10)は国民の目的関数（期待社会
的厚生），式 (11)は分析者の参加制約条件である．
これより最適調査水準および計画者への報酬が 

 { }* 2 2min ( ) ( ) /24 , 1a a a a b cθ ≡ − +  (12) 

 * * 3( ( ) )cω ϕ θ≡  (13) 

と求められる．式(13)から，対称情報下の最適契約

の下では分析者がリスクを負担しない定額報酬にな
ることがわかる． 
 
３．マニピュレーション抑止制度の代替案 
 
 情報の非対称性が存在する場合，分析者に調査・
分析への労力を軽減するインセンティブが働くため，
ファーストベスト解として得られた契約が機能しな
い．非対称情報下においてマニピュレーションを抑
止する制度は複数考えられる．以下，前節のモデル
に則して，リスク負担制度，トーナメント制度，繰
返し取引き制度，再交渉制度の４つを提案する． 
 
（１）リスク負担制度 
 分析者への報酬が定額報酬である場合，分析者に
調査・分析に労力をかけるインセンティブが働かな
い．インセンティブを働かすための最も単純なアイ
ディアは，分析者への報酬が努力水準に比例して増
大するようなメカニズムを設計することであろう．
筆者らの先行研究では，分析者の報酬体系として，
情報価値に基づく報酬体系（式(14)）と対数スコア
に基づく報酬体系（式(15)）の２つを取り上げ，そ
れぞれのもとで需要予測におけるマニピュレーショ
ンの抑止が可能になることを明らかにしている． 

 *( | , ) ( ( ( , ), ) )VOI a d rB p d a sω θ ϕ θ≡ +  (14) 

 log ( | , ) ( log ( | , ) )S a d r q a d sω θ ϕ θ≡ +  (15) 

ただし， rと sはパラメータ， ( | , )q a dθ は水準θ の
調査でデータ d が観測された場合に状態 aが実現す
る予測確率である．分析者に事後的に支払われる報
酬が情報価値に基づく報酬体系では事後的に実現す
る社会的純便益に比例しており，対数スコアに基づ
く報酬体系では事後的に実現した状態に対して事前
の需要予測において付与された確率の対数に比例し
ている．導出されたリスク負担制度の下では，分析
者がファーストベスト解と同様に留保効用を享受す
る一方で，国民は危険回避的な分析者にリスクを負
担させる分だけファーストベスト解よりも低い期待
社会的厚生を享受する． 
 なお，リスク負担制度は契約理論におけるモラル
ハザードモデルを解くことで導かれるのだが，そこ
でのモデルは標準的なそれと比べて次の二点で異な
っている．第一は，調査で得られるデータに関する
不確実性と事後的に実現する状態に関する不確実性
の２種類の不確実性に分析者が直面している点であ
る．第二は，分析者の誘因整合性条件として，需要
予測の分析結果の正直な報告に関する誘因整合性条
件が課されている点である．この二点への対処の仕
方を工夫することで様々なマニピュレーション抑止
制度を設計することが可能になる． 
 
（２）トーナメント制度 
ａ）着眼点 
 社会資本整備では，事業実施後の施設供用水準（施
設利用者数など）が景気変動などの複数のプロジェ 



 

表-2 同時生起確率 
分析者２ 

 
,a d  ,a d  ,a d  ,a d  

,a d  1 2(1 )(1 ) / 8θ θ− −  1 2(1 )(1 )/8θ θ− + 0  0  

,a d  1 2(1 )(1 )/8θ θ+ −  1 2(1 )(1 ) / 8θ θ+ + 0  0  

,a d 0  0  1 2(1 )(1 ) / 8θ θ+ +  1 2(1 )(1 )/8θ θ+ −

分 
析 
者 
１ 

,a d 0  0  1 2(1 )(1 )/8θ θ− +  1 2(1 )(1 ) / 8θ θ− −

 
クトに共通した不確実性の影響を受けやすい．リス
ク負担制度のもとでは個々の事業ごとに最適契約が
結ばれるため，危険回避的な分析者には，それらの
影響を的確に予測すると同時にリスクの一部を負担
することが求められる．しかし，各々の分析者がマ
クロ的な要因で生じるリスクを個別に負担すること
が望ましいかは定かではない．そこで，分析者の需
要予測のパフォーマンスを相対的に評価する制度
（以下，トーナメント制度と呼ぶ）の利用可能性が
考えられうる． 
ｂ）舞台設定 
 ここでは，次の状況を想定する．ある時点におい
て，２．で提示された社会基盤施設整備事業が２つ
実施される．国民は２つの社会基盤施設整備に共通
しており，それぞれの事業から得られる期待社会的
純便益の和の最大化を試みる．国民はそれぞれの事
業の需要予測を異なる分析者に委託する．事業実施
の結果として実現するパラメータ aが２つの事業に
共通しているとの意味で，景気変動の影響は２つの
事業に共通している．一方，調査で観測されるデー
タ d は２つの事業間で独立しており，それぞれの分
析者は他の分析者が観測したデータを知ることはで
きない．パラメータ aとデータ d の同時生起確率は
表-2で表される．なお，本節では右下添字は分析者

{1,2}i ∈ を表す． 

ｃ）トーナメント制度の契約 
 国民が分析者に次の契約を提示する状況を考える．
第一に，国民は各分析者に調査水準 iθ を指定する．

第二に，国民は各分析者に調査の結果として観測さ
れたデータ d とパラメータ aについての需要予測の
結果 ( | )i iq a d を報告させる．ただし， id は分析者 iが
報告するデータ， ( | )i iq a d はパラメータ aについて

分析者 iが報告する条件付き確率である．第三に，
国民は分析者からの報告結果に基づいて各事業の投
資水準を決定する．第四に，報告された需要予測の
分析結果が表-2から導出される事後確率と整合して
おり，事後的に観測されたパラメータ a について

( | ) ( | )i i j jq a d q a d≥ が成立する場合，分析者 iに報酬  

 2( ( ( | ) ( | )) )H H
i i j ju q a d q a dω ϕ ε= − −  (16) 

を支払い，それ以外の場合に報酬 

 ( )L Luω ϕ=  (17) 

を支払う． 

ｄ）トーナメント制度の性質 
 トーナメント制度の性質について分析すると，次
の５点が確認される．第一は，分析者 iの分析結果
の報告に関する最適戦略が 

 ( | ) ( | )i jq a d q a d=  (18) 

と横並び戦略になることである．第二は， ε が０に
限りなく近い微小な正の数になることである．第三
は，分析者の期待効用が留保効用水準に等しくなる
ことである．第四は， 1θ < の場合には国民の期待社
会的厚生が分析者にリスクの一部を負担させる分だ
けファーストベスト解より低くなることである．第
五は，最適調査水準が 1θ = の場合，常に共通のデー
タが観測されるために同一の需要予測が行われる一
方で，需要予測のパフォーマンスが相対評価される
ために分析者がリスクを一切負担せず，ファースト
ベスト解が達成されることである． 
 
（３）繰返し取引き制度 
ａ）着眼点 
 社会基盤施設整備の需要予測をめぐる実際の契約
では，過去に実施した需要予測のパフォーマンスに
応じて新たな業務の発注の是非が検討されている．
すなわち，国民と分析者の間で繰返しゲームが行わ
れているとみなせる．以下，取り引きが繰り返され
る状況で機能するマニピュレーション抑止制度（以
下，繰返し取引き制度）について検討する． 
ｂ）舞台設定 
 ここでは，次の状況を想定する．ある時点におい
て，２．で提示された社会基盤施設整備事業が n個
実施される．国民は期待社会的純便益の最大化を目
的として同一の分析者に需要予測を委託する．分析
者は各事業毎に調査を実施してデータ id を観測し，
需要予測の結果 ( | )i i iq a d を報告する．データ id とパ
ラメータ ia の同時生起確率は表-1 のとおりであり，

それぞれの事業毎に独立している．第 1t + 期の期首
に第 t期に実施された事業 i について実現したパラ
メータ ia が明らかになる．分析者は時間選好率 δ を
有しており，各期に享受できる効用の割引現在価値
を目的関数として行動する．なお，本節では右下添
字は事業 {1, , }i n∈ L を表す． 

ｃ）繰返し取引き制度の契約 
 国民と分析者の間で次の繰返しゲームが行われる
状況を考える．第一に，国民は分析者に対して定額
報酬ω を支払って需要予測を委託する．委託に際し
て調査水準 θ を指定する．第二に，国民は分析者に
対して調査の結果として観測されたデータ id とパ
ラメータ ia についての需要予測の結果 ( | )i i iq a d を
報告させる．第三に，国民は分析者からの報告結果
に基づいて各事業の投資水準を決定する．第四に，
第 1t + 期に第 t 期に実施された全事業の平均便益を
計測する．平均便益が次のトリガー条件 

 *

{1, , }

1
( ) ( ( , ), )i i

i n
ESBN B p d a rT

n
θ θ

∈
− <∑

L
 (19) 



 

表-3 マニピュレーション抑止制度の比較 
 リスク負担制度 トーナメント制度 繰返し取引き制度 再交渉制度 

分析者の期待効用 ０（＝留保効用水準） ０（＝留保効用水準） 正（＞留保効用水準） ０（＝留保効用水準） 
分析者が負担するリスク データと将来状態 データのみ なし データのみ 
分析者への誘因付け 報酬と連動（絶対評価） 報酬と連動（相対評価） 報酬と連動（将来取引） 報酬と連動（絶対評価） 
期待社会的厚生 
（ﾘｽｸ負担制度との比較） 

－ ？ ？ リスク負担制度より 
常に大 

ファーストベスト解との 
一致条件 

一致しない 
最適調査水準において
データと将来事象が一
対一対応 

各時点の事業数が∞ 
時間選好率が１に近い 

一致しない 

制度を支える前提条件 
（ﾘｽｸ負担制度との比較） 

－ きわめて類似した事業
が２つ実施されること 

複数の事業が毎期実施
されること 

国民が需要予測の分析
内容を確認すること 

 
を満たす場合には第 1t + 期に実施する事業の需要予
測についても同一の分析者に再度委託する．一方，
トリガー条件を満たさない場合には別の分析者に委
託する．ただし， 0Tr > はパラメータである． 
ｄ）繰返し取引き制度の性質 
 繰返し取引き制度の性質について分析すると次の
５点が確認される．第一に，パラメータTrが十分に
小さければ需要予測の分析結果の報告に関する誘引
整合性が確保されることである．第二に，分析者の
個人合理性条件が不等号で満たされなければならず，
分析者が留保効用水準以上の効用を常に享受するこ
とである．第三に，一般に個人合理性条件が厳密に
不等式で成立するため，国民の期待社会的厚生がフ
ァーストベスト解よりも低くなることである．第四
に，各時点で実施されるプロジェクト数が無限大に
近づくと大数の法則より任意の正のパラメータ Tr
についてトリガー条件が満たされることである．第
五に，分析者の時間選好率が十分に１に近く，プロ
ジェクト数が無限大に近づく場合，国民が享受する
期待社会的厚生がファーストベスト解に収束するこ
とである． 
 
（４）再交渉制度 
ａ）着眼点 
 社会基盤施設整備の場合，需要予測を行ってから
施設供用後の施設利用水準が明らかになるまでに相
当な長期間を要する．また，近年では需要予測の分
析内容の情報公開が進められている．今後，需要予
測の分析結果の報告後に国民によって分析内容が適
切であるかどうかを確認する作業が行われる可能性
が少なくない．この場合，事前にリスク負担制度が
採用されていたとしても，分析内容が確認された段
階で国民と分析者の間で事前の契約内容を見直され
る可能性がある．以下，事後的な再交渉が行われる
状況において機能するマニピュレーション抑止制度
（以下，再交渉制度）について検討する． 
ｂ）舞台設定 
 ここでは，次の状況を想定する．ある時点におい
て，２．で提示された社会基盤施設整備事業が１つ
実施される．国民は期待社会的純便益の最大化を目
的として分析者に需要予測を委託する．国民は分析
者から分析結果が報告された段階において，分析内
容をゼロの費用で確認可能であり，分析者に対して
再契約をオファーすることができる． 

ｃ）再交渉制度の契約 
 国民が分析者に次の契約を提示する状況を考える．
第一に，国民は分析者に対してリスク負担制度にお
ける最適契約を提示する．第二に，分析者は調査で
観測されたデータと需要予測の分析結果を報告する．
第三に，国民は分析内容を確認し，分析者に対して
take-it or leave-it式の再契約をオファーする． 
ｄ）最適契約 
 再交渉制度について分析すると次の４点が確認さ
れる．第一は，再交渉段階で調査で観測されたデー
タに依存した次の定額報酬 

 ( ) ( [ ( ( | , )) | , ])ad E u a d dω ϕ ω θ θ≡  (20) 

がオファーされることである．第二は，分析者の期
待効用が留保効用水準に等しくなることである．第
三は，国民の期待社会的厚生がリスク負担制度の場
合よりも常に増加することである．第四は，調査で
観測されるデータのリスクの一部は分析者が負担す
るためファーストベスト解は依然として達成されな
いことである． 
 
４．マニピュレーション抑止制度の比較 
 
 本研究で取り上げた４つのマニピュレーション抑
止制度の性質を比較した結果は表-3 に示されると
おりである．具体的な制度設計に向けての知見とし
ては，１）再交渉制度とリスク負担制度を比較した
場合，前者が後者よりも常に高い期待社会的厚生を
達成できるという点において優越している，２）ト
ーナメント制度と繰返し取引き制度は特殊な状況に
おいてファーストベスト解を達成できる，という二
点を確認できる．しかしながら，一般的なケースに
おいていずれの制度が優れているかは不明である． 
 現時点では，今後の課題として，制度の実行可能
性，実証研究の分析結果から得られる知見，現在の
制度からの変更可能性，などの様々な視点から複数
のマニピュレーション抑止制度を相対的に比較検討
することで，制度設計にむけての有益な知見を探る
ことを考えている． 
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